










































































































































































　Goldman v. Weinberger, 475 U.S. 503 （1986）（ゴールドマン事件）
　事実の概要
　上告人は、ユダヤ教のラビであるが、陸軍のスカラシップを得て、大学に在
学中は inactive なリザーブの地位にあったが、Ph.D. の学位取得後は、スカラ






































































































































































































































































































一定の宗教上の実践行為に対して、公共の利益 common good にその道を譲る
ことを求めることが必要である…確固とした税システムを維持するとの公共の
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すること等が禁止され、違反した場合には退学に処すとしていた。























































































らば、 1 人当たり、 1 日100ドルが必要で、総額は「ホビー・ロビー」では毎
















































































　B と C は同性愛者で、コロラド州が 2 人の婚姻を承認していないため、マ




















Division, Department of Human Resources of Oregon v. Smith, 496 U. S. 872（1990））に


































　B と C が購入を希望したのはウエディング・ケーキにすぎない。A が販売
している他のウエディング・ケーキと変わるところはなく、何らのメッセージ
も付していない。A が、他の人には通常販売しているケーキを彼らに売ろうと























































とされる。See Jonathan C. Lipson, On Balance: Religious Liberty and Third-Party Harms, 84 
MINN. L. REV. 589, 637（2000）. ［hereinafter Lipson］






1 条に違反しないと判断した（Employment Division, Department of Human Resources of 





ら、修正 1 条と RFRA の関係に着目して論じ、又、関連判例についての邦語の紹介文献
については、拙稿「信教の自由への規制と審査基準―アメリカにおける判例法理と連邦
議会法律の交錯―」東洋法学61巻 2 号 1 頁（2017年）。
（ 3）　Jacobson v. Massachusetts, 197 U.S. 11, 26⊖27 （1905）.
（ 4）　Id. at 27.








いない。See Christopher Ogolla, The Public Health Implications of Religious Exemptions: A Balance 
Between Public Safety and Personal Choice, or Religion Gone Too Far?, 25 HEALTH MATRIX 257, 301
（2015）. ［hereinafter Ogolla］
（ 7）　なお、ポリス・パワー行使に関する第一次的判断権は立法府にあることが指摘されて












上の理由から拒否する法的権利 legal right を有していないとした点は重要である。See 
Ogolla, supra note 6, at 267⊖68.
（ 9）　信教の自由条項に関し、その沿革において、信仰を理由に法律の適用から免除される
権利を付与していたかどうかについては争いがある。これを肯定するものとして、Michael 
W. McConnell, The Origins and Historical Understanding of Free Exercise of Religion, 103 HARV. 
L. REV. 1409 （1990）、これを否定するものとして、Philip A. Hamburger, A Constitutional 
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である」。Jacobson, 197 U.S. at 30⊖31. このような視点に立って、審査権を行使する際、
まず、予防接種が天然痘の防止に役立たないのではないかとの見解がある。「しかしな


















ているといえる。See Ogolla, supra note 6, at 302.
（11）　Hamilton v. Regents of University of California, 293 U.S. 245 （1934）.
















ワーを身につけることが妨げられる、というものであった。See Bowen v. Roy, 476 U.S. 
693 （1986）.
（18）　See id. at 700.
（19）　See id. at 707.



























する世俗の法に対しては譲歩しなければならない。See Christopher L. Eisgruber & Lawrence 
G. Sager, Why the Religious Freedom Restoration Act is Unconstitutional, 69 N. Y. U. L. REV. 
437, 447 （1994）. ［hereinafter Eisegruber & Sager］
（23）　レーベンタイルは、信仰を理由とする優遇措置が、寛容に認められるのは、その信教
の自由の行使が、他の個人の権利と衝突していない場合であるとし、See Kara Loewentheil, 
When Free Exercise is a Burden: Protecting “Third Parties” in Religious Accommodation Law, 




とする。See id. at 470⊖71.
（24）　See Wisconsin v. Yoder, 406 U.S. 205, 211⊖12 （1972）.
（25）　See id. at 212




においてである、等の例を引用している。See Eugene Volokh, A Common- Law Model for 














ともやはりこの条項に違反するとした。See Frederick Mark Gedicks and Rebecca G. Van 
Tassell, RFRA Exemptions from the Contraception Mandate: An Unconstitutional Accommodation 




した。Yoder, 406 U.S. at 237⊖38. このように多数意見及びホワイト裁判官の同意意見は、







































Loewentheil, supra note 23, at 454.
64
信仰を理由とする一般的義務の免除と公益及び第三者への影響〔宮原　均〕




摘する。See Lipson, supra note 1, at 622.










Gedicks & Tassell, supra note 28, at 363⊖65.










能力ではないとした。See Lipson supra note 1, at 616⊖18. トニー & スーザン事件及びリー
事件においては、第三者への裁判所の配慮が反映されている。前者では、上告人と同じ





See id. at 619.
（38）　最高裁は、税金のシステムの維持、国家安全保障、公衆の安全、公教育の提供、社会
保険への加入等の問題は、政府のやむにやまれぬ利益と考えてきたとの指摘がなされて
いる。See id. at 642.















は、政教分離には違反しないと判断している。これについて、Walz v. Tax Com. of New 











ではなく、その活動が一定の範疇から外れればその資格を失うことになる。See id. at 672
⊖73. 更に、免税措置は政府による宗教への過度な介入とはならない。免税措置をとった
からといって図書館、アートギャラリイ、病院などを政府機関に変えることはないし、
その職員を公務員に変えることもない。See id. at 675⊖76. 政教分離にいう分離とは、両
者にいかなる接触もない状態をいうのではない。現代世界は複雑であり、必然的に何ら
かの接触が生じ、宗教施設が消防や警察の保護を受けるのはすべての人に与えられる付

















が認められるのである。See id. at 12. しかしながら、本件のテキサス州法によってなさ





ない。See id. at 14⊖15.
（42）　Bob Jones Univ. v. United State, 461 U.S. 574, 595⊖96 （1983）.





































る。See Lipson, supra note 1, at 647. しかしながら、RFRA は、バーニィ事件で無効とされ
た。その理由は、これを州に適用することは、修正14条 5 節の下で連邦議会が有する権
限を踰越するとされた。しかし、連邦政府に適用される限りでは有効とされている。See 


































ていることである。See Loewentheil supra note 23, at 447.
（50）　この点については、サーキットコートにおいて見解が分かれていたが、最高裁は




られているとはいえないとした。See Elizabeth Sepper, Gendering Corporate Conscience, 38 











Loewentheil, supra note 23, at 460⊖61. これに対して最高裁の修正 1 条の解釈は、好ましく
ない、差別的な扱いをするために、特定の宗教の実践行為をターゲットとしていなけれ
ば、憲法違反の可能性は低くなる、ということである。要するに中立、一般的に適用さ
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から対立し、スミス事件を無視し、これ以前の最高裁判例を誤解している、などが挙げ













スティカルな問題を提起する。See Ogolla supra note 6 , at 288⊖89.
（54）　Hobby Lobby Stores, 134 S. Ct. at 2776⊖77.















見は及ぶと判断したが、法人は、一定の目的を達成するために、自然人 human beings に
よって用いられる組織のひとつの形態にすぎない。法人に権利を付与する目的は、それ
を所有し、コントロールする、自然人の権利を保護するためである、との指摘がなされ
て い る。 See Paul Barker, Religious Exemptions and the Vocational Dimension of Work, 119 






由の原則を法律の審査に持ち込んでいる。See Elizabeth Sepper, Free Exercise Lochnerism, 









基づいて反対してきた。See Sepper Ⅱ  supra note 58, at 1456.





なければ存在しなかった、直接的な負担を受けるのである。See Gedicks & Tassell, supra 
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note 28, at 375⊖76.
（61）　See Hobby Lobby Stores, 134 S. Ct. at 2795. 営利法人は、宗教上の価値を永続させるため
ではなく、利潤追求のために、その労力を費やすのである。See id. at 2796⊖97. バーカー
は、反対意見の主張するところは、利益法人は、宗教的非利益法人と同程度の保護を受
ける必要はない。前者は、宗教上の価値を永続させるよりも、利潤のために労働力を用
いるからである、とする。See Barker supra note 57, at 191.










Eisegruber & Sager, supra note 22, at 455.
（64）　See Masterpiece Cakeshop, ltd. v. Col. Civil Rights Commʼn, 138 S. Ct. 1719, 1727 （2018）. な
お、本件の邦語の解説として、大林啓吾「海外判例研究 6 憲法」判例時報2379号116頁
（2018年）。
（65）　See id. at 1728.










にもたらされる影響を考慮することによって判断されるべきである。See Lipson, supra 
note 1, at 637⊖38.
（67）　See Masterpiece Cakeshop, 138 S. Ct. at 1738.
（68）　See id. at 1749. なお、最近の結婚関連産業にまつわる事件では、スミス事件の再評価
がなされている。ニュー・メキシコの写真家が、信仰を理由として同性愛カップルの写













Loewentheil, supra note 23, at 474.
（69）　See Masterpiece Cakeshop, 138 S. Ct. at 1749⊖50.
（70）　See id. at 1750.
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